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平成17年 3月期    中間決算短信（連結）             平成16 年11月10 日 
 

上 場 会 社 名         世紀東急工業株式会社                       上場取引所    東 
コ ー ド 番 号           １８９８                                    本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.seikitokyu.co.jp/ ） 
代  表  者     役職名 代表取締役社長  氏名 奥澤 靖司 
問合せ先責任者     役職名 取締役経理部長  氏名 佐藤 俊昭           TEL (03) 3434－3256 
中間決算取締役会開催日 平成16年11 月10日 
米国会計基準採用の有無  無 
 
１． 16年 9月中間期の連結業績（平成16年 4月1日～平成16年9 月30日） 
(1) 連結経営成績                       （注）記載金額は百万円未満を切り捨てております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 
16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

    21,228  △13.9 
24,669  △11.9 

△957     ― 
△614   ― 

△1,306   ― 
△975   ― 

16年 3月期 75,837     2,204     1,493     
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 百万円     ％ 円  銭 円  銭 
16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

△4,197   ― 
△1,059   ― 

△68.36 
△17.25 

― 
― 

16年 3月期 340     5.55 ― 
(注)①持分法投資損益      16年9月中間期  ― 百万円 15年9月中間期  ― 百万円 16年3月期  ― 百万円 
    ②期中平均株式数(連結)    16年9月中間期  61,399,514株      15年9月中間期  61,414,637株 
                 16年3月期      61,410,687株 
    ③会計処理の方法の変更  無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円   銭 
16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

67,201 
76,107 

6,818 
9,540 

10.1 
12.6 

111.05 
155.36 

16年 3月期 82,761 11,041 13.3 179.82 
(注)期末発行済株式数(連結)    16年9月中間期  61,396,652株       15年9月中間期  61,411,076株 
                16年3月期      61,402,522株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による          
キャッシュ・フロー 

投資活動による          
キャッシュ・フロー 

財務活動による          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 
16年 9月中間期 
15年 9月中間期 

4,564 
1,277 
       △247 

△32 
△3,346 
△1,179 

2,494 
3,067 

16年 3月期 △477 △249 △751 1,523 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  9社  持分法適用非連結子会社数  ― 社  持分法適用関連会社数 ― 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)  ― 社 (除外)   ― 社    持分法 (新規)   ― 社 (除外)   ― 社 
 
２．17年3月期の連結業績予想（平成16年4月1 日～平成17 年3月31日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円  百万円  百万円  

通   期 72,600  1,100  △1,950 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）△31円76銭 
 
※ 業績予想につきましては、現時点において合理的と判断する一定の前提に基づいており、様々な不確定
要素が内在しているため、実際の業績は予想数値と異なる可能性があります。
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１．企業集団の状況 
 
     当企業集団は、舗装・土木を主とする建設事業及び舗装資材の製造販売等を営んでいる当社（世紀東急工業㈱）､ 
    子会社１１社、関連会社３社及びその他の関係会社２社で構成されておりますが、当企業集団各社の主な事業内 
    容と当該事業における位置付けは以下のとおりであります。 
     なお、当企業集団は東京急行電鉄㈱を中心とする東急グループの一員であります。 
    建 設 事 業・・・当社と子会社である新世紀工業㈱、やまびこ工業㈱、㈱大和舗道、ほくりく工業㈱及びみ 
              ちのく工業㈱、関連会社であるガルフシール工業㈱及び中外エンジニアリング㈱が営んで 
              おります。 
              新世紀工業㈱及び中外エンジニアリング㈱からは工事の一部を受注しております。また、 
              その他の関係会社である東急建設㈱及び東京急行電鉄㈱からも、工事の一部を受注してお 
              ります。 
    舗装資材製造販売事業・・・当社と子会社である新世紀工業㈱、エスティ建材㈱及び若栗建材㈱、関連会社である能登 
              アスコン㈱が営んでおります。 
              新世紀工業㈱、エスティ建材㈱及び能登アスコン㈱からは製造された舗装資材の一部を購 
              入し、また、当社からも同社へ同様の製品の一部を販売しております。 
    スポーツ関連事業・・・当社は上記の事業の他にもスポーツ関連事業及び不動産事業等を営んでおります。 
    及び不動産事業等   子会社であるエス・ティ・サービス㈱は建設機械の販売及び自動車等のリース事業を営ん 
              でおり、当社はその一部を購入または賃借しております。 
              ㈱ジイエスはゴルフ場の建設及び経営を事業目的としております。 
              ㈱水戸プロパティーはゴルフ場その他スポーツ施設の経営等を事業目的としており、その 
              運営を同社の子会社である㈱ロイヤルフォレストゴルフ倶楽部に委託しております。 
               
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
建 設 事 業 

 
舗装資材製造 
  販売事業 

 
スポーツ関連事業  
及び不動産事業等  

エ ス テ ィ 建 材 ㈱ 

ガ ル フ シ ー ル 工 業㈱ 

能 登 ア ス コ ン ㈱ 

㈱ ジ イ エ ス 
 

㈱ 水 戸 プ ロ パ テ ィー 

㈱ロイヤルフォレストゴルフ倶楽部 

（工事の発注）

（業務の委託） 

（工事の請負） 

（製品の販売）

（製品の販売）

（製品の販売）

(機械等の購入及び賃借)  

（業務の委託）

（業務の委託） 

東 急 建 設 ㈱ 

東京急行電鉄㈱ 

中外エンジニアリング㈱ 
 

世紀東急工業㈱ 

（工事の請負）
（工事の請負）

（工事の請負）

連 結 子 会 社 ９社 

非 連 結 子 会 社 ２社 

関 連 会 社 ３社 
 

(注) 

その他の関係会社 ２社 

㈱ 大 和 舗 道 

新 世 紀 工 業 ㈱ 

ほ く り く 工 業 ㈱ 

エス・ティ・サービス㈱ 
 

み ち の く 工 業 ㈱ 

や ま び こ 工 業 ㈱ 

若 栗 建 材 ㈱ 
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２．経 営 方 針  
 
１．経営の基本方針  
  当社は、「豊かな地域社会づくりに貢献する生活基盤創造企業」を標榜し、社会資本の
整備を責務として事業を展開しております。当社グループにおいてはこの考え方をもと
に、道路建設を主軸に土木、水利・環境、舗装資材の製造販売等の事業領域を確保し、
社会基盤整備の担い手として、健全な発展と存続を目指しております。  

 
２．利益配分に関する基本方針  
利益配分につきましては、業績の状況や財務内容、将来の経営環境等を総合的に勘案
して決定しております。今後につきましては、収益力の向上と財務体質の改善を推し進
め、株主の皆様のご期待に添うべく、早期復配を目指し業績の向上に努めてまいります。  

 
３．中長期的な経営戦略  
  道路建設業界では、公共工事の入札契約制度において企業の持つ技術力を適正に評価
する発注方式が増加するなど、技術と経営に優れた企業が生き残る環境整備が進められ
ております。これを踏まえ当社は、建設市場の縮小に伴う再編・淘汰の流れを乗り切る
ための経営計画を策定し、次の諸施策を実施いたしております。  

 
「技術重視の基本姿勢の確立・強化」  
当社は技術重視の基本姿勢に立ち、試験所を地域における技術の拠点と位置づけ、
これを全国的に配置することで、顧客対応のスピードアップや企画提案力の強化に取
り組み、品質の向上と受注の確保に努めてまいります。  

 
「地域営業戦略の強化」  
市場分析に基づく事業所の再配置を含めた地域営業戦略の強化を推し進めるととも
に、自社ブランド商品の積極的な営業展開を推進するなど、新たな需要の創出と販路
の拡大に取り組んでまいります。  

 
「業務効率の向上とＩＴ化の推進」  
管理システムの更新や組織の統廃合を行い、業務の効率化による利益の最大化を追
求するとともに、引続き固定費の圧縮や経費の節減に取り組み、収益体質の強化と経
営基盤の確立に努めてまいります。  

 
また、当社が蓄積した経営資源を活かし、都市再生や環境対策、バリアフリーなど多
様化する社会資本整備のニーズを見定めた技術・工法の研究開発や企画提案に注力する
ことにより、高度な技術力の保持と受注競争力の強化に努めるとともに、収益体質・財
務体質のさらなる改善・強化に向けた諸施策をより強力に推進し、企業価値の向上を目
指してまいります。  
  なお、関係会社の運営につきましても見直しを進めており、引き続き企業集団として
安定した経営基盤の確立に努力してまいる所存であります。  
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４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況  
  当社はコーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要課題の一つと認識しており、従
前より経営の透明性、公正性の確保に取り組んでおります。  
  現在は監査役制度のもと企業統治の強化を図るため、監査役は４名のうち２名を社外
監査役で構成しており、取締役会やその他重要な会議に出席するほか、主要な事業所の
調査を積極的に実施し、監査の充実に努めております。  
  また、東急グループではコンプライアンス経営によるリスク管理を経営方針の一つと  
しており、当社におきましても平成１４年１０月に社員の行動基準を定めた「コンプラ  
イアンス行動規範」を制定するとともに、平成１５年４月には本社に専門部署を設置し、  
法令遵守はもとより企業倫理や環境問題等の社会的責任に基づいた企業行動の徹底を図
っております。  
   
５．関連当事者との関係に関する基本方針  
  当社は、その他の関係会社である東京急行電鉄株式会社および東急建設株式会社の両
社との間で工事受注等の取引を継続的に行っております。また、東急グループの一員と
して、この大きな経営資源を活用し、事業運営に取り組んでまいる所存であります。  
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３．経営成績及び財政状態 
 

１．経営成績 

（１）当中間期の概況 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善により民間設備投資が増加傾向を示すな

ど堅調に回復基調を辿ってまいりましたが、一方でデフレ経済の継続に加え、原油価格の高騰や米国、

アジア経済の減速懸念の広がりなど、景気は一部に先行き不透明感を残したまま推移いたしました。 

 道路建設業界におきましても、国、地方自治体の財政状況を反映し、公共工事の発注量が一段と減少

しており、業界を取り巻く経営環境は以前にも増して厳しい状況となりました。 

 このような状況のもと、当社グループ各社は継続して積極的な営業活動を展開するとともに、不採算

事業から撤退するなど経営資源の選択と集中を推進し、収益体質の強化に努めてまいりました。 

しかしながら、厳しい経営環境のもと、受注高は２７３億９１百万円（前年同期比７．１％減）、   

売上高は２１２億２８百万円（前年同期比１３．９％減）にとどまり、また、損益につきましても、   

経常損失は１３億６百万円、希望退職の募集や子会社の整理等に伴い特別損失を計上したことにより中

間純損失は４１億９７百万円となり、ともに前年同期を下回る結果となりました。 

 

なお、事業の種類別セグメントの業績は次の通りです。 

「建設事業」 

 建設需要が低迷するなか厳しい受注競争の影響を回避するには至らず、受注高は２０８億１５百万円

（前年同期比６．１％減）、完成工事高は１４６億５２百万円（前年同期比１５．６％減）にとどまり

ました。また、損益につきましても引き続きコスト削減により利益率の向上に努めたものの、売上高の

大幅な減少により営業損失は１億９７百万円となりました。 

なお、主な受注工事および完成工事は、次の通りであります。 

主要受注工事 

発 注 者 工 事 名 工事場所 

日本道路公団東京建設局 館山自動車道富津舗装工事 千 葉 県 

日本道路公団東京管理局 中央自動車道八王子管内舗装改良工事 東 京 都 

国土交通省近畿地方整備局 春日和田山道路野村地区舗装工事 兵 庫 県 

首 都 高 速 道 路 公 団 舗装補修工事１６－２（神奈川） 神奈川県 

神 戸 市 神戸空港誘導路等舗装工事 兵 庫 県 

主要完成工事 

発 注 者 工 事 名 工事場所 

日本道路公団北海道支社 札樽自動車道発寒高架橋舗装改良工事 北 海 道 

日本道路公団東北支社 東北自動車道北上管内舗装改良工事 岩 手 県 

国土交通省関東地方整備局 ６号荒川沖舗装修繕工事 茨 城 県 

国土交通省北陸地方整備局 万代歩道その３工事 新 潟 県 

堺 市 土塔町外道路舗装復旧工事（１５－１） 大 阪 府 
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「舗装資材製造販売事業」 

 販売競争が一段と厳しさを増すなか、他社との合材工場の協業化を推進し、事業拠点の充実と運営効

率の向上を図るとともに、引き続き全社をあげてコストの削減に取り組んでまいりましたが、原油高に

よる資材価格の高騰が大きく影響し、売上高は６２億１７百万円（前年同期比１０．１％減）、営業利

益は２億８９百万円（前年同期比３８．５％減）にとどまりました。 

 

「スポーツ関連事業及び不動産事業等」 

 スポーツ関連事業及び不動産事業等につきましては、売上高は３億５９百万円（前年同期比１０．２％

減）、営業損失は４４百万円となりました。 

 

 

（２）通期の見通し 

今後の経済情勢につきましては、日本経済の持続的な回復が期待されるものの、厳しい所得環境や年

金問題による将来への不安は依然解消されておらず、また、原油高の長期化が内外経済に与える影響も

危惧されるなど、景気の先行きはなお予断を許さないものと思われます。 

道路建設業界におきましても、公共事業費の縮減により建設投資が平成８年度から８年連続の減少と

なる見通しのなか、騰勢を強めるアスファルト価格の動向が懸念されるなど、今後とも極めて厳しい 

状況が続くものと予測されます。 

このような状況を勘案し、通期の見通しとしては、売上高７２６億円、経常利益１１億円、当期純損

失１９億５０百万円を見込んでおります。 
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２．財政状態 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

 

「営業活動によるキャッシュ･フロー」 

当中間連結会計期間におきましては、税金等調整前中間純損失が４１億５１百万円となり、前年同

期に比べ大幅に悪化したものの、これは貸倒引当金の増加や有形固定資産評価損の計上など、資金の

支出を伴わない費用や損失の発生が大きく影響したものであり、営業活動によるキャッシュ･フロー

は、売上債権の減少などにより、４５億６４百万円の資金増加（前年同期は１２億７７百万円の資金

増加）となりました。 

「投資活動によるキャッシュ･フロー」 

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、アスファルトプラント設備の

更新や施工用機械の購入などにより、２億４７百万円の資金減少（前年同期は３２百万円の資金減少）

となりました。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」 

前連結会計年度にひきつづき、有利子負債の返済を積極的に進めたことにより、財務活動による 

キャッシュ･フローは３３億４６百万円の資金減少（前年同期は１１億７９百万円の資金減少）とな

りました。 

 

  以上の結果、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の期末残高は前連結会計年度の期末

残高と比べ９億７０百万円増加し、２４億９４百万円（前年同期比１８．７％減）となりました。 

 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 平成１４年９月期 平成１５年９月期 平成１６年９月期 平成１５年３月期 平成１６年３月期 

自己資本比率（％） １０．３ １２．６ １０．１ １１．６ １３．３ 
時価ベースの自己資本比率（％） ５．６ １０．７ １０．０ ３．９ １０．４ 
債務償還年数（年） ８．１ ２５．１ ６．４ ６．８ △ ６７．９ 
インタレスト・ガバレッジ・レシオ １１．４ ３．５ １２．５ ６．１ △  ０．７ 
（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・ガバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロ

ーを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支

払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロ

ー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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４．中間連結財務諸表等 
 
（１）中間連結貸借対照表 
                                                  （単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成１６年９月３０日現在） （平成１５年９月３０日現在） （平成１６年３月３１日現在） 

期   別 

 

 
科   目 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  ％ 

       

流 動 資 産 ３０，７７２ ４５．８ ３７，７９９ ４９．７ ４３，８８１ ５３．０ 

  現 金 預 金 ２，４９４  ３，０６７  １，５２３  

  受 取 手 形 ・ 

  完成工事未収入金等 
１９，１８０  ２３，２５４  ３７，９００  

  未 成 工 事 支 出 金 ７，４１８  ８，９０２  ２，９７１  

  その他たな卸資産 １，２８２  １，２６６  １，２７４  

  短 期 貸 付 金 －  －  ２  

  そ の 他 １，６６３  ２，２３１  １，５６７  

  貸 倒 引 当 金 △ １，２６５  △ ９２４  △ １，３５９  

       

固 定 資 産 ３６，４２６ ５４．２ ３８，３０５ ５０．３ ３８，８７６ ４７．０ 

 有 形 固 定 資 産 ３２，８６７  ３４，８５９  ３４，６１９  

  建 物 ・ 構 築 物 １１，９３１  １２，０１５  １２，００２  

  機械・運搬具・工具器具備品 １６，６５２  １７，０３５  １７，０１７  

  土 地 ２１，００３  ２２，２３５  ２２，３４６  

  建 設 仮 勘 定 1  ２  －  

  そ の 他 ４，３５２  ４，４６２  ４，４６２  

  減 価 償 却 累 計 額 △ ２１，０７３  △ ２０，８９１  △ ２１，２０８  

       

 無 形 固 定 資 産 １７０  １８２  １７４  

       

 投資その他の資産 ３，３８８  ３，２６４  ４，０８１  

  投 資 有 価 証 券 ６７９  ５９８  ７０２  

  長 期 滞 留 債 権 ２０，３２９  ２０，１８３  ２０，３４５  

  破 産 更 生 等 債 権 ３，７６６  ２，２１６  ３，４９５  

  そ の 他 １，２１９  １，４８６  １，２７２  

  貸 倒 引 当 金 △ ２２，６０７  △ ２１，２２０  △ ２１，７３５  

       

繰 延 資 産 ２ ０．０ ２ ０．０ ３ ０．０ 

         

資 産 合 計 ６７，２０１ １００．０ ７６，１０７ １００．０ ８２，７６１ １００．０ 
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                                                  （単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成１６年９月３０日現在） （平成１５年９月３０日現在） （平成１６年３月３１日現在） 

期   別 
 

 

科   目 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  ％ 

       

流 動 負 債 ４３，５１７ ６４．８ ４８，５８４ ６３．８ ５３，９３１ ６５．２ 

  支払手形・工事未払金等 １４，１６７  １７，０３７  ２５，３０１  

  短 期 借 入 金 ２２，５０２  ２５，２９５  ２５，５８７  

  未 払 法 人 税 等 ８３  ９６  １００  

  未 成 工 事 受 入 金 ５，６３６  ４，９５５  １，８８９  

  完成工事補償引当金 ３１  ４１  ３７  

  賞 与 引 当 金 ２５５  ３０３  －  

  そ の 他 ８４０  ８５４  １，０１４  

       

固 定 負 債 １０，１６４ １５．１ １１，２６５ １４．８ １１，０８０ １３．４ 

  長 期 借 入 金 ６，６１４  ６，７３７  ６，８７５  

  退 職 給 付 引 当 金 ２，４５６  ３，０７５  ３，１０１  

  役員退職慰労引当金 －  １４５  －  

  そ の 他 １，０９３  １，３０６  １，１０３  

負 債 合 計 ５３，６８１ ７９．９ ５９，８４９ ７８．６ ６５，０１１ ７８．６ 

       

（少数株主持分）       

       

少 数 株 主 持 分 ６，７０２ １０．０ ６，７１６ ８．８ ６，７０７ ８．１ 

       

（ 資 本 の 部 ）       

       

資 本 金 １０，９７０ １６．３ １０，９７０ １４．４ １０，９７０ １３．２ 

資 本 剰 余 金 ３６８ ０．５ ３６８ ０．５ ３６８ ０．４ 

利 益 剰 余 金 △ ４，６３１ △６．９ △ １，８３４ △２．４ △ ４３４ △ ０．５ 

その他有価証券評価差額金 １１６ ０．２ ３９ ０．１ １４１ ０．２ 

自 己 株 式 △ ４ △０．０ △ ３ △０．０ △ ４ △ ０．０ 

資 本 合 計 ６，８１８ １０．１ ９，５４０ １２．６ １１，０４１ １３．３ 

負債、少数株主持分 

及 び 資 本 合 計 
６７，２０１ １００．０ ７６，１０７ １００．０ ８２，７６１ １００．０ 
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（２）中間連結損益計算書 

                                                 （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 
前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

自 平成１６年４月 １日 
至 平成１６年９月３０日 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１５年９月３０日 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

期   別 
 
 

 
 
科   目 金 額 比 率 金 額 比 率 金 額 比 率 

  ％  ％  ％ 

売 上 高 （２１，２２８）（１００．０） （２４，６６９）（１００．０） （７５，８３７） （１００．０）
  完 成 工 事 高 １４，６５２ １００．０ １７，３５７ １００．０ ５７，９３２ １００．０ 
  製 品 売 上 高 ６，２１７ １００．０ ６，９１１ １００．０ １７，１６９ １００．０ 

  不動産事業等売上高 ３５９ １００．０ ３９９ １００．０ ７３５ １００．０ 
売 上 原 価 （１９，９３５） （９３．９） （２２，８００） （９２．４） （６８，９２７） （９０．９）
  完 成 工 事 原 価 １３，９９５ ９５．５ １６，３４９ ９４．２ ５３，３７７ ９２．１ 

  製 品 売 上 原 価 ５，５２５ ８８．９ ５，９９６ ８６．８ １４，６９０ ８５．６ 

  不動産事業等売上原価 ４１３ １１５．２ ４５４ １１３．７ ８５９ １１６．８ 

売 上 総 利 益 （１，２９３） （６．１） （１，８６８） （７．６） （６，９１０） （９．１）

  完 成 工 事 総 利 益 ６５６ ４．５ １，００８ ５．８ ４，５５４ ７．９ 

  製 品 売 上 総 利 益 ６９１ １１．１ ９１５ １３．２ ２，４７９ １４．４ 

  不動産事業等売上総利益 △ ５４ △１５．２ △ ５４ △１３．７ △ １２３ △ １６．８ 
販売費及び一般管理費 ２，２５０ １０．６ ２，４８３ １０．１ ４，７０６ ６．２ 

営 業 利 益 △ ９５７ △４．５ △ ６１４ △２．５ ２，２０４ ２．９ 

       

営 業 外 収 益 （２２） （０．１） （３３） （０．１） （６７） （０．１）

  受 取 利 息 ４  ７  １０  

  受 取 配 当 金 ４  ３  ８  

  土 地 賃 貸 料 ８  ９  １７  

  預り保証金返還益 －  ２  ２  

  そ の 他 ５  ９  ２７  

営 業 外 費 用 （３７２） （１．８） （３９４） （１．６） （７７７） （１．０）

  支 払 利 息 ３７０  ３８８  ７６４  

  そ の 他 １  ６  １２  

経 常 利 益 △ １，３０６ △６．２ △ ９７５ △４．０ １，４９３ ２．０ 

       

特 別 利 益 （５６） （０．３） （２４７） （１．０） （２７７） （０．４）

  固 定 資 産 売 却 益 －  －  ４  

  投資有価証券売却益 －  ４１  ５４  

  ゴルフ会員権償還益 －  －  １９  

  貸倒引当金戻入益 ５４  １５６  － 

  役員退職慰労引当金戻入益 －  ４８  １８２ 

  そ の 他 ２  １  １６ 

特 別 損 失 （２，９０１） （１３．７） （２７１） （１．１） （１，３２９） （１．８）

  固 定 資 産 売 却 損 ７  １３  ２４  

  固 定 資 産 除 却 損 １６  １２  １５  

  貸倒引当金繰入額 ８３３  ９８  １，０１２  

  事 業 整 理 損 １，４５５  －  －  

  ゴルフ会員権評価損 －  ８１  ９９  

  特 別 退 職 加 算 金 ５６９  ４８  １２８  

  そ の 他 １８  １７  ４８  

  税金等調整前中間(当期)純利益  △ ４，１５１ △１９．６ △ ９９９ △４．１ ４４１ ０．６ 
  法人税、住民税及び事業税 ５０ ０．２ ５８ ０．２ １０８ ０．１ 

  少 数 株 主 利 益 △５ △０．０ １ ０．０ △７ △ ０．０ 

中間(当期)純利益 △ ４，１９７ △１９．８ △ １，０５９ △４．３ ３４０ ０．４ 
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（３）中間連結剰余金計算書 
                                                  （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度 期   別 
 
科   目 

自 平成１６年４月 １日 
至 平成１６年９月３０日 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１５年９月３０日 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

（資本剰余金の部）    

    

資本剰余金期首残高 ３６８ ３６８ ３６８ 

    

資本剰余金中間期末残高 ３６８ ３６８ ３６８ 

（利益剰余金の部）    

    

利益剰余金期首残高 △ ４３４ △ ８２４ △ ８２４ 

利益剰余金増減高    

 連結子会社の増加による増加高 － ４９ ４９ 

 中間（当期）純利益 △ ４，１９７ △ １，０５９ ３４０ 

利益剰余金中間期末残高 △ ４，６３１ △ １，８３４ △ ４３４ 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 
                                                  （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 
前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー計算書 

期   別 
 
 
科   目 

自 平成１６年４月 １日 
至 平成１６年９月３０日 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１５年９月３０日 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー    
   税金等調整前当期純利益または中間純損失(△)  △ ４，１５１ △ ９９９ ４４１ 
   減 価 償 却 費 ５４１ ６１８ １，２７２ 
   貸倒引当金の増減額(減少：△) ７７９ △ ５６ ８９２ 
   賞与引当金の増減額（減少：△） ２５５ △ １７ △ ３２０ 
   退職給付引当金の増減額(減少：△ ) △６４５ ３４ ６１ 
   役員退職慰労引当金の増減額(減少：△ ) － △ ８２ △ ２２７ 
   受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △８ △ １１ △ １８ 
   支 払 利 息 ３７０ ３８８ ７６４ 
   特 別 退 職 加 算 金 ５６９ ４８ １２８ 
   有 形 固 定 資 産 売 却 損 ７ １３ ２４ 
   有 形 固 定 資 産 除 却 損 １６ １２ １５ 
   事 業 整 理 損 １，４５５ － － 
   ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 － ８１ ９９ 
   ゴ ル フ 会 員 権 売 却 損 － ５ ６ 
   売上債権の増減額(増加：△) １８，４６５ １９，３８９ ３，３０１ 
   未成工事支出金の増減額（増加：△） △４，４４６ △ ５，６９４ ２３６ 
   仕入債務の増減額（減少：△） △１１，１３３ △ １２，２８６ △ ４，０２２ 
   未成工事受入金の増減額（減少：△） ３，７４６ １，１９２ △ １，８７３ 
   未払消費税等の増減額（減少：△ ） △２８８ △ ５１２ △ １３０ 
   そ の 他 ２５ △ ３６２ △ １６９ 

小 計 ５，５５８ １，７６１ ４８０ 
   利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ８ ９ １７ 
   利 息 の 支 払 額 △３６４ △ ３６７ △ ７２４ 
   特 別 退 職 加 算 金 の 支 払 額 △５６９ △ ４８ △ １２８ 
   法 人 税 等 の 支 払 額 △６８ △ ７７ △ １２２ 
  営業活動によるキャッシュ・フロー ４，５６４ １，２７７ △ ４７７ 
Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー    
   有形固定資産の取得による支出 △３８２ △ ３９４ △ ８５６ 
   有形固定資産の売却による収入 １０４ ４１ ７５ 
   投資有価証券の取得による支出 △１ △ １ △ １２ 
   投資有価証券の売却による収入 － １９６ ２１７ 
   ゴルフ会員権売却による収入 ３０ ５７ １１３ 
   貸 付 に よ る 支 出 △２６ － － 
   貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 － ０ ９ 
   そ の 他 ２８ ６７ ２０３ 
  投資活動によるキャッシュ・フロー △２４７ △ ３２ △ ２４９ 
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    
   短期借入金の純増減額（減少：△ ） △６，５９８ △ ３，５５９ △ ４，３８９ 
   長 期 借 入 れ に よ る 収 入 ４，３００ ３，３００ ５，８００ 
   長期借入金の返済による支出 △１，０４７ △ ９２０ △ ２，１６０ 
   そ の 他 △０ △ ０ △ １ 
  財務活動によるキャッシュ・フロー △３，３４６ △ １，１７９ △ ７５１ 
Ⅳ．現金及び現金同等物の増加額または減少額(△)  ９７０ ６５ △ １，４７８ 
Ⅴ．現金及び現金同等物期首残高 １，５２３ ２，９９６ ２，９９６ 
Ⅵ．新規連結による現金及び現金同等物の増加額  － ４ ４ 
Ⅶ．現金及び現金同等物中間期末(期末)残高  ２，４９４ ３，０６７ １，５２３ 
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［中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］ 

 
 １．連結の範囲に関する事項 
    子会社のうち、新世紀工業㈱、㈱水戸プロパティー、㈱ジイエス、エスティ建材㈱、エス・ティ・サービス㈱、やま 
   びこ工業㈱、㈱大和舗道、ほくりく工業㈱及びみちのく工業㈱の９社を連結しております。 
    非連結子会社は２社であり、非連結子会社は、その総資産、売上高、過去５年間における平均の中間純損益のうち持 
   分に見合う額及び利益剰余金のうち持分に見合う額等のそれぞれの合計額が、連結総資産、連結売上高、過去５年間に 
   おける平均の中間純損益及び利益剰余金等の額に対して、いずれもその割合が僅少であり、中間連結財務諸表に重要な 
   影響を及ぼしておりません。 
 
 ２．持分法の適用に関する事項 
    非連結子会社２社及び関連会社３社のうち、持分法を適用している会社はありません。 
    なお、持分法非適用の非連結子会社並びに関連会社の過去５年間における平均の中間純損益のうち持分に見合う額及 
   び利益剰余金のうち持分に見合う額等のそれぞれの合計額は、過去５年間における平均の中間純損益及び利益剰余金等 
   の額に対して、いずれもその割合が僅少であり、中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 
 
 ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
    連結財務諸表提出会社と一致しております。 
 
 ４．会計処理基準に関する事項 
   （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
      ① 有価証券 
        その他有価証券 
         時価のあるもの     ………  中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入 
                          法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
         時価のないもの     ………  移動平均法による原価法 
      ② デリバティブ       ………  原則として時価法 
      ③ たな卸資産 
        未成工事支出金及びその他たな卸資産 

のうち販売用不動産              ………  個別法による原価法 
        その他たな卸資産のうち材料貯蔵品      ………  移動平均法による原価法 
   （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
      ① 有形固定資産       ………  定率法 
                          ただし、平成10 年4月１日以降の新規取得建物（建物附属設備を除く） 
                          については、定額法によっております。 
                          なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
                            建 物 ・ 構 築 物 ………  ７ ～ ５０年 
                            機械・運搬具・工具器具備品 ………  ５ ～  ７年 
      ② 無形固定資産       ………  定額法 
                          なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 
                          (５年)に基づく定額法によっております。 
   （３）繰延資産の処理方法      ………  創立費は商法に定める最長期間（５年）で均等償却しております。 
   （４）重要な引当金の計上基準 
      ① 貸倒引当金        ………  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権について 
                          は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個別に 
                          回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
      ② 完成工事補償引当金    ………  完成工事のかし担保及びアフターサービス等の支出に備えるため、当中 
                          間連結会計期間末に至る１年間の完成工事高に前２連結会計期間の補修 
                          費の実績割合を乗じた額を引当計上しております。 
      ③ 賞与引当金        ………  従業員の賞与支給に備えて、当中間連結会計期間において負担すべき支 
                          給見込額を計上しております。 
      ④ 退職給付引当金      ………  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債 
                          務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生 
                          していると認められる額を計上しております。 
                          なお、会計基準変更時差異（1,769百万円）については、１５年による 
                          按分額を費用処理しております。 
                          過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の 
                          年数（１５年）による定額法により費用処理しております。 
                          数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一 
                          定の年数（１０年）による定額法によりそれぞれ翌連結会計年度から費 
                          用処理しております。 
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   （５）重要なリース取引の処理方法 
     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取 

    引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
   （６）重要なヘッジ会計の方法 

     ① ヘッジ会計の方法     ………   繰延ヘッジ処理 

                          なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については、特 
                          例処理を適用しております。 

     ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

          ヘッジ手段     ………   金利スワップ 
          ヘッジ対象     ………   借入金利息 

     ③ ヘッジ方針        ………   金利変動リスクのある資産及び負債については、ヘッジ比率、識別方法

ヘッジ手段の選択肢等を社内規定化し、厳格に管理しております。 
     ④ ヘッジ有効性評価の方法  ………   ヘッジ対象及びヘッジ手段については、取引開始以前、中間連結決算日 

                          及び連結決算日に個別取引毎のヘッジ効果を検証しておりますが、特例 

                          処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略しており 
                          ます。 

   （７）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理     ………   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
② 連結納税制度の適用    ………   連結納税制度を適用しております。 

 
 ５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
    中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び取 
   得日より３か月以内に満期日が到来する定期性預金からなっております。 
 
 

［ 注 記 事 項 ］ 

 
  （ 中 間 連 結 貸 借 対 照 表 関 係 ） 
  １．担保に供している資産 

                      （当中間連結会計期間末）    （前中間連結会計期間末）    （前連結会計年度末） 
       建物・構築物           ５２１百万円      ５９９百万円      ５７９百万円 
       土 地        １０，６７５百万円   １０，６７５百万円   １０，６７５百万円 

       合  計          １１，１９６百万円   １１，２７５百万円   １１，２５４百万円 
 
 

  ２．保 証 債 務 
                      （当中間連結会計期間末）    （前中間連結会計期間末）    （前連結会計年度末） 
                        １０百万円       ２１百万円       １９百万円 

 
  （ 中 間 連 結 損 益 計 算 書 関 係 ） 
  １．当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいため、連結会 

    計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節的変動があります。 
  ２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 
                      （当中間連結会計期間）    （前中間連結会計期間）    （前連結会計年度） 
       従業員給与手当          ９７４百万円    １，０６７百万円    ２，２１０百万円 
       賞与引当金繰入額          ９２百万円      １１０百万円        －百万円 
       退職給付費用           １３４百万円      １４９百万円      ３０１百万円 

       営業債権貸倒引当金繰入額       － 百万円         ２百万円        ５０百万円 



 １５ 

 
  （中間連結キャッシュ・フロー関係） 
  現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結(連結)貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                      （当中間連結会計期間）    （前中間連結会計期間）    （前連結会計年度） 
   現金預金勘定             ２，４９４百万円    ３，０６７百万円    １，５２３百万円 
   現金及び現金同等物          ２，４９４百万円    ３，０６７百万円    １，５２３百万円 

 
 
 

  （ リ ー ス 取 引 関 係 ） 
   EDINETによる開示を行うため記載を省略しております。 
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  （ 有 価 証 券 関 係 ） 
   当中間連結会計期間  （平成１６年９月３０日現在） 

  １．その他有価証券で時価のあるもの 
                                                  （単位：百万円） 

種 類 取 得 原 価 
中 間 連 結 貸 借 
対 照 表 計 上 額 

差 額 

株 式 ２８０ ４０１ １２０ 
債 券 ５２ ４９ △ ３ 
そ の 他 ８ ７ △ １ 
合 計 ３４1 ４５８ １１６ 

 
  ２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

    その他有価証券 
       非上場株式（店頭売買株式を除く）  １９２百万円 
 

   前中間連結会計期間  （平成１５年９月３０日現在） 
  １．その他有価証券で時価のあるもの 
                                                  （単位：百万円） 

種 類 取 得 原 価 
中 間 連 結 貸 借 
対 照 表 計 上 額 

差 額 

株 式 ２８４ ３３１  ４７ 
債 券 ５２ ４７ △ ５ 
そ の 他 ８ ６ △ １ 

合 計 ３４５ ３８５  ３９ 
 

  ２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
    その他有価証券 
       非上場株式（店頭売買株式を除く）  １８３百万円 

 
   前 連 結 会 計 年 度  （平成１６年３月３１日現在） 
  １．その他有価証券で時価のあるもの 

                                                  （単位：百万円） 

種 類 取 得 原 価 
連 結 貸 借 
対 照 表 計 上 額 

差 額 

株 式 ２７８ ４２４ １４５ 
債 券 ５２ ４９ △ ３ 
そ の 他 ８ ７ △ １ 
合 計 ３３９ ４８１ １４１ 

 
  ２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
    その他有価証券 

       非上場株式（店頭売買株式を除く）  １９２百万円 
 
 

 
  （ デ リ バ テ ィ ブ 取 引 関 係 ） 
   デリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 
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 （ セ グ メ ン ト 情 報 ） 
 （１）事業の種類別セグメント情報 
 
  当中間連結会計期間（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日）                （単位：百万円） 
 

建   設 
事   業 

舗 装 資 材 
製造販売事業 

スポーツ関連 
事 業 及 び 
不動産事業等 

計 
消 去 
又は全社 

連   結 

  売 上 高      
 （１）外部顧客に対する売上高 14,652 6,217 359 21,228 - 21,228 
 （２）セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 - 2,664 253 2,918 (2,918) - 

計 14,652 8,881 612 24,146 (2,918) 21,228 
  営 業 費 用 14,849 8,592 657 24,099   （1,913） 22,185 
  営業利益（又は営業損失△） △197 289 △ 44 47   （1,004） △ 957 
 
  前中間連結会計期間（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日）                （単位：百万円） 
 

建   設 
事   業 

舗 装 資 材 
製造販売事業 

スポーツ関連 
事 業 及 び 
不動産事業等 

計 
消 去 
又は全社 

連   結 

  売 上 高      
 （１）外部顧客に対する売上高 17,357 6,911 399 24,669 - 24,669 
 （２）セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 0 3,573 257 3,832 (3,832) - 

計 17,358 10,485 657 28,501 (3,832) 24,669 
  営 業 費 用 17,334 10,015 706 28,055 (2,771) 25,284 
  営業利益（又は営業損失△） 23 470 △ 48 445 (1,060) △ 614 
 
  前 連 結 会 計 年 度（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）                （単位：百万円） 
 

建   設 
事   業 

舗 装 資 材 
製造販売事業 

スポーツ関連 
事 業 及 び 
不動産事業等 

計 
消 去 
又は全社 

連   結 

  売 上 高       

 （１）外部顧客に対する売上高 57,932 17,169 735 75,837 - 75,837 
 （２）セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 

110 9,299 536 9,946 (9,946) - 

計 58,043 26,469 1,272 85,784 (9,946) 75,837 

  営 業 費 用 56,687 23,324 1,375 81,387 (7,753) 73,633 
  営業利益（又は営業損失△） 1,355 3,144 △ 103 4,396 (2,192) 2,204 

 （注）１．事業区分の方法 
       日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 
    ２．各事業区分に属する主要な内容 
       建 設 事 業・・舗装、土木、建築工事その他建設工事全般に関する事業 
       舗 装 資 材 製 造 販 売 事 業・・アスファルト合材等舗装資材の製造販売に関する事業 
       スポーツ関連事業及び不動産事業等・・スポーツ関連事業及び不動産開発等その他事業 
    ３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は当中間連結会計期間１，０１０百万円、前中 
      間連結会計期間１，１１４百万円、前連結会計年度２，１０１百万円であり、その主なものは、親会社本社の管理部 
      門に係る費用であります。 
 
 （２）所在地別セグメント情報 
      在外連結子会社がないため記載しておりません。 
 
 （３）海外売上高 
      海外売上高がないため記載しておりません。 
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［生産、受注及び販売の状況］  
                                                 （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１６年９月３０日 

前中間連結会計期間 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１５年９月３０日 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

       期   別 
 
 
 区   分 金   額 構成比率 金   額 構成比率 金   額 構成比率 

  ％  ％  ％ 

アスファルト舗装 １４，９０６ ５４．４ １５，２５７ ５１．８ ３４，３５１ ４９．４ 

コンクリート舗装 ３７６ １．４ １，２２６ ４．２ ２，９０１ ４．２ 

土 木 工 事 ５，５３２ ２０．２ ５，６８１ １９．２ １４，２９６ ２０．６ 

建

設

事

業 

計 ２０，８１５ ７６．０ ２２，１６６ ７５．２ ５１，５４８ ７４．２ 

舗装資材製造販売事業 ６，２１７ ２２．７ ６，９１１ ２３．４ １７，１６９ ２４．７ 

スポーツ関連事業及び不動産事業等  ３５９ １．３ ３９９ １．４ ７３５ １．１ 

受 
 
 
 

注 
 
 
 

高 

合     計 ２７，３９１ １００．０ ２９，４７８ １００．０ ６９，４５４ １００．０ 

アスファルト舗装 ９，９５５ ４６．９ １２，１６３ ４９．３ ３８，４１２ ５０．７ 

コンクリート舗装 ７１４ ３．３ １，１３６ ４．６ ３，３７２ ４．４ 

土 木 工 事 ３，９８２ １８．８ ４，０５７ １６．５ １６，１４６ ２１．３ 

建

設

事

業 計 １４，６５２ ６９．０ １７，３５７ ７０．４ ５７，９３２ ７６．４ 

舗装資材製造販売事業 ６，２１７ ２９．３ ６，９１１ ２８．０ １７，１６９ ２２．６ 

スポーツ関連事業及び不動産事業等  ３５９ １．７ ３９９ １．６ ７３５ １．０ 

売 
 
 
 

上 
 
 
 

高 

合     計 ２１，２２８ １００．０ ２４，６６９ １００．０ ７５，８３７ １００．０ 

アスファルト舗装 １６，７７５ ６０．９ １８，９８０ ５８．３ １１，８２４ ５５．３ 

コンクリート舗装 ３，１７１ １１．５ ４，０７０ １２．５ ３，５０８ １６．４ 

土 木 工 事 ７，５９５ ２７．６ ９，５１９ ２９．２ ６，０４５ ２８．３ 

建

設

事

業 計 ２７，５４１ １００．０ ３２，５７０ １００．０ ２１，３７８ １００．０ 

舗装資材製造販売事業 － － － － － － 

スポーツ関連事業及び不動産事業等  － － － － － － 

繰 
 
 
 

越 
 
 
 

高 

合     計 ２７，５４１ １００．０ ３２，５７０ １００．０ ２１，３７８ １００．０ 

 


